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支配株主の経営責任と債権者保護
̶近時の判例を題材に̶
崔　　　　　文　　玉
一、はじめに
会社において、コーポーレート•ガバナンス•システム構築にあたっては、経
営者に対する監視機能の充実、効率的な会社運営を確保するための経営コント
ロール機能の充実、違法不当な経営を行った経営者に対する責任の追及、と
いった事柄が重要な課題となっている。
中国において、国有企業における民営化という過渡期に、支配株主である国
家から如何に企業の独立性を確保するかが問題となっていたが、近時はこれ
に限らず、外資系企業においても、支配株主の経断経営より、その他の株主及
び債権者に膨大な損害を蒙らせた事例が生じており、各分野で注目を集めてい
る。本件は、支配株主の資本の払戻および偽造契約書作成行為に関わった役員
８人に重い刑罰と罰金を科せられた事例である。ここで、支配株主の民事責任、
役員の損害賠償責任と債権者の保護が問題となるが、取締役の経営判断は支配
株主の意向に必ずしも一致しないことから、なぜ、このような不祥事が可能に
なっているか、そして、これを防止できるとすれば、事前防止策と事後防止策
は何なのかについて明らかにする必要がある。いわば、経営判断には、非常に
高度の判断を要する場面から、法の求めている水準でないようなものや、法の
規定の不当な逸脱を目的としているようなものまである。
このように、コーポレート・ガバナンスを論じる場合には、前述のように一
方では、経営者による適切な経営システム・監督システムの構築が問題とされ
るが、他方では、経営者による企業組織の濫用という問題も存在するのである。
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本稿は、経営者の会社に対する責任および債権者に対する責任制度を検討し
た上で判例を通じて支配株主の民事責任について検討すると共に、支配株主の
指示に従い不当行為に関与した役員等の責任問題を比較視点から分析・検討す
ることを目的とする。
二、コーポレート・ガバナンスにおける取締役の責任
コーポレート・ガバナンスは株主論と会社機構論に分けられる。すなわち、
公開会社は誰のものかということと、大会社の経営・管理機構はどうあるべき
か、という議論である。この前者の議論においては、誰のためのガバナンスか
いうことであり、具体的には株主の利益のためのガバナンスか、会社の実質的
所有者である株主のほか、従業員、取引先、債権者、地域社会などステークホ
ルダーの利益のためのガバナンスかということである。そこで、企業の不祥事
の防止、換言すれば、企業経営の健全性・適法性の確保に関する問題について
は、取締役の責任が問題となる。特に取締役はどのような義務と責任を負うか
について、会社の取締役に要求される注意の程度について相対的基準およびそ
の他取締役に対する監視義務が主な課題である。
日本法は、このような取締役の責任を図る基準、いわば、取締役の要求され
る注意の程度について、取締役の会社内における地位、取締役の職務、会社の
複雑性・規模などにより、注意義務の内容が異なり、その責任も異なるという。
中国会社法に比べ具体的な規制であるが、取締役の意思決定を萎縮させること
を防ぐためにアメリカの州制定法を参考に、責任を問われる態様を具体化にし
たものである。
以下、日本の取締役の義務と責任を検討し、中国会社法との相違点及び改善
すべきことを提言することにしたい。
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（一）取締役の会社に対する責任
所有と経営が分離した株式会社おいて、所有者たる株主全員が迅速かつ適切
な判断を要する企業経営に直接関与することは、実際不可能である。そこで、
企業の所有者である株主とは別に、少数の経営者にあたる経営者、いわば取締
役を設けざるをえない。出資者が、専門経営者に対して一定の裁量権限を与え、
株主と取締役との法律関係が形成される。こうような関係が委任関係と呼ばれ
る。委任者が経営者の専門能力の利用を目的としていることから、経営者には、
必然的に会社の経営管理に関する一定の範囲の権限が与えられなければならな
い。しかし、権限には濫用の危険が常につきまとう。つまり、専門能力を十分
に発揮できるよう裁量を認めながら、いかに濫用を防止するか、という株主と
取締役との利益衝突の防止策が必要とされる。これは、日中の両国のみならず
世界中で解決しなければならない問題である。
そこで、設けられた規制が注意義務と忠実義務である。日本会社法では、会
社と取締役との関係について、会社と取締役との関係は、委任に関する規定に
従い（第330条）、この委任関係について、民法では、委任を受けた者（受任
者）は、委任の本旨に従い、善良なる管理者の注意をもって委任事務を処理す
る義務を負う（日民第644条）と定めており、取締役は、職務を行う際、その
任務を怠ったことにより生じた損害を賠償する責任を負っている（日会423条
１項）。取締役の任務懈怠とは、会社に対する善管注意義務・忠実義務の違反
である（日会330条・355条）。
諸外国において、会社と取締役の法律関係を信託関係と委任関係の二説に大
わけられるが、日本会社法は英米法上の信託関係と違って、委任関係を根拠と
するのが通説である。
これに対して中国の会社法においては、会社と取締役の法律関係について、
はっきり定めておらず、また民法通則にも委任契約に関する規定が欠いてお
り、ただ、取締役の法律地位・権利・義務のみ定められている。学説において
は、従来代理関係説(1)が有力であったが、現在は日本の会社法と同様に取締役
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と会社との関係を委任契約で説明する見解が有力である。これを主張する学説
は、会社と取締役との関係を委任規定を適用すべきであり、取締役は委任の本
旨に従い、会社事務の経営決定および業務執行の権利を取得し、委任の範囲内
で、会社の自主権を有する(2)と解する。
（二）取締役の善管注意義務
１、日本における善管注意義務
取締役は、会社に対し、その職務を執行する際に、その者の能力に応じた主
観的な注意ではなく、平均的な取締役に通常要求される程度の合理的な注意、
すなわち、合理的な企業人を基準とした注意を尽くさなければならないと解さ
れる(3)。
取締役の任務には、法令を遵守して職務を行うことが含まれる（日会355条）。
その「法令」には、①会社・株主の利益保護を目的とする具体的規定（日会
156-160条・356条）だけではなく、②公益の保護を目的とする規定（刑法、独
占禁止法等）を含むすべての法令が該当し、これも取締役の責任原因となり得
る。
法令違反の範囲について、取締役は、すべての法令を遵守して職務を執行す
る義務がある。したがって故意・過失（注意義務違反）により公益保護を目的
とする法令に違反する行為を行えば、会社に対する損害賠償責任が生じ得る。
法令・定款違反の責任について、取締役が法令または定款に違反する行為を
した結果、会社が損害を被ったときは、取締役はその損害を賠償する責任を負
う。また、取締役が取締役会の承認を得ないで競業取引または利益相反取引を
なした結果、会社に損害を与えれば、取締役の法令違反行為により損害賠償責
任を負う。
ここで、取締役の注意義務を問う場合を二つに大別できる。一つは、会社の
業務執行の決定またはその執行に関する職務を行う際に尽くすべき注意義務。
次に、他の取締役などの業務執行の監督に関する職務を行う際に尽くすべき注
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意義務である。前者の場合、不確実な状況で迅速な決断を迫られる場合が多い
ので、その判断を事後的・結果論的に評価して注意義務違反の責任を負うので
は、取締役の業務執行が萎縮される。したがって、善管注意義務が尽くされた
か否かの判断は、行為当時の状況に照らして合理的な情報収集・調査・検討な
ど行われたか、およびその状況と取締役に要求される能力水準に照らし不合理
な判断がなされなかったかを基準になされるべきであり、事後的・結果論的な
評価がなされることには慎重であるべきだという原則がある。その原則によれ
ば、取締役は会社にに利益を生じさせることを請け負っている（結果債務）わ
けではなく、善管注意義務を尽くして職務を執行すること自体がその債務内容
なのである。したがって、取締役の本旨に従って履行がないことの証明は、同
時に注意義務違反があることの証明であり(4)、その証明がなされれば、通常、
取締役が無過失を証明する余地はない。もっとも、取締役・会社間の利益相反
取引であるなどの利益関係の事実または取締役による公益を保護する法令の違
反行為などを原告主張が立証すれば、取締役の注意義務違反の存在が推定さ
れ、取締役側が相当の注意を尽くしたことを証明する必要に迫られる可能性も
ある(5)。
また、取締役の責任範囲について、取締役会の構成員である取締役、常務会
の構成員である取締役、代表取締役、業務担当取締役、使用人兼務取締役、及
び名目的取締役の社内における地位の相違により、その義務と責任に差異が生
ずるもので、取締役の義務と責任については、個別的・具体的に整理して検討
されている。
なお、新会社法において、執行役は取締役・会計参与の役員(6)と同様に、会
社に対する責任（日会423条）、第三者に対する責任（日会429条）、取締役など
との連帯責任（日会430条）および現物出資財産の不足額填補責任（日会213条）
のほか、利益相反取引にかかる責任（日会428条）、剰余金の配当などに関する
責任（日会462条）などを負う。
このように取締役の責任範囲は、役員等に拡大されており、役員などが会社
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または第三者に対し損害賠償を負う場合に、ほかの役員なども当該責任を負う
ときは、全員が連帯債務者となる（日会430条）。
これに対し中国会社法の取締役の善管注意義務は、一般的に・抽象的に規定
されているに過ぎない。
２、中国における善管注意義務
2005年改正により中国会社法は、取締役、監査役、高級管理者の忠実義務に
加えて、従来から明文化が唱えられていた注意義務を新たに規定した。つまり、
取締役、監査役および高級管理人員は、法律、行政法規および会社定款を遵守
し、会社に対して忠実義務および勤勉義務を負う。また、取締役、監査役およ
び高級管理人員は、権限を利用して賄賂またはその他不法な所得を収受し、会
社の財産を横領してはならない（中会148条第２項）と定めている。ここでい
う勤勉義務とは、善良なる管理者の注意義務であり、会社の高級管理者は、職
務を履行の際、同業界、同種職務、同種相関情況に適用あるべき経営管理水準
を尽くすきである(7)。
また、取締役は、間違った取締役会の決議を放任あるいは、違法行為に関与
した際、責任を負わなければならない。つまり、取締役の経営判断を行うにあ
たっての過失責任である。取締役会の決議が法律または行政法規もしくは定款
に違反し、会社に重大な損害を与えたときは、決議に参画する取締役は会社に
対して賠償責任を負うべきである。ただし、決議に異議を述べ、その旨を議事
録に記載したことが証明されたときは、当該取締役は責任を免除されることが
できる（中会113条第３項）。ここでは、四つの過失責任の要件に分けられる。
①取締役会に参加し、決議について賛成をしてないが、反対もしてない。つま
り、棄権と反対は等しくないので、このような場合は取締役会に参画したもの
とする。②取締役会の決議が法律、行政法規または定款に違反した場合。③経
営判断の過失により、会社に重大な損害を与えた場合。④取締役の決議に対す
る賛否が会社損失に因果関係が存在する場合など(8)があげられる。
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なお、取締役、監査役、高級管理者を除き、会社の利益に損なう可能性があ
るものについて考えるときに、無視できないのは支配株主であろう。例えば、
会社経営者が関連関係を利用して、会社から資金の払戻しをする場合である。
会社法は、このような支配株主の地位濫用を防止するために、忠実に義務を履
行すべきことを求めている。つまり、会社の支配株主、事実上の支配者、取締
役、監査役、高級管理人員は、関連関係を利用して会社に損害を蒙らせた場合
は、賠償責任を負わなければならない（中会21条）のである。
以上に基づき責任を負う取締役は、法の定めにより選任された取締役以外、
事実上の取締役および表現取締役までが責任を問う取締役である(9)。また、日
本会社法おける役員等の責任、中国法における高級管理者の責任という表現は
それぞれ委員会制度の導入に伴う、責任範囲の拡大である。中国会社法の場合、
日本会社法のように、実際に責任が問われた事例からその範囲が明らかになっ
たわけではなく、条文上・解釈上の規定である。現在、中国では実務上、善管
注意義務違反により責任を問われた前例はないが、取締役自らが責任の重さを
意識して、日頃から適切な資料を集めて、慎重に討議検討したうえで、意思決
定をなすべきであろう。
（三）取締役の責任追及方法
１、日本における株主の代表訴訟
取締役の責任規制に対する実効性を表すものとして損害賠償請求権がある。
これは、株主の地位強化の一環として、単独株主が会社ため取締役の責任追及
の訴えを提起できるアメリカ法の代表訴訟制度で、昭和25年の改正により日本
に導入したものである。
株主代表訴訟は、一般的に監査役設置会社では監査役、監査役設置会社以外
の会社では代表取締役または株主総会・取締役会が当該訴えにつき会社代表す
るものと定めるものが会社を代表する。しかし、会社が取締役の責任を追及す
ることを怠る事態があり得るので、株主が会社のために取締役に対し訴えを提
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起することも認められ、「代表訴訟」と呼ばれている。代表訴訟は、第三者で
ある株主が当事者適格をもち、受けた判決の効力が権利主体である会社に及
ぶ、第三者の訴訟担当の一事例である。
株主の代表訴訟は、会社法に規定された取締役の責任についてのみならず、
取締役・会社間の取引により生じた債務なども含む取締役の会社に対する債務
一切に関する提起できるとする見解が有力である(10)。この見解に対し、取締役
在任中に生じた責任ついては、終任後も、株主はそのものに対し代表訴訟を提
起できるとすれば、過去に短期間取締役であった者の取引上の債務など一切に
代表訴訟を認めるについて疑問を表す見解もある(11)。なお、発起人、取締役以
外の役員等（会計参与・監査役・会計監査人。委員会設置会社では執行役を含
む）、精算人、株主の権利行使に関し利益供与を受けた者、不公正払込金額で
株式・新株予約権を引き受けた者の責任ついても提起できる。なお、持分会社
が社員の責任を追及するについても、社員の訴えの提起権限が定められてい
る。
２、中国における株主の代表訴訟
損害賠償請求権、つまり取締役などの高級管理者を責任追及するための株主
代表訴訟がある。本法第150条に定める事由がある場合、有限責任会社の株主、
連続180日以上単独で保有或いは連名で会社の１％以上の株式を保有する株式
会社の株主は、書面により監査役会または監査役会を設けない有限会社の監査
に訴訟の提起を請求することができる。監査役に本法151条に定める事由があ
る場合、上記株主は、書面により取締役会または取締役会を設けない有限責任
会社の執行取締役に訴訟を請求することができる。監査役会を設けない有限会
社の監査役、もしくは取締役会、執行取締役が前項に定める株主の書面による
請求を受領した後、訴訟の提起を拒否する場合、または請求の日から30日以内
に監査役または監査役会が訴訟を提起しない場合には、株主が代表訴訟を提起
することができる（中会第152条１項・２項）。
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しかし、会社法はこの制度導入はしたものの、訴訟費用について明確な定め
ておらず、“人民法院訴訟費用受取方法” は、財産紛争に関する費用について、
財産が５万元以上10万元未満の場合４％、10万元以上20万未満の場合２％、
20万元以上50万元以下の場合1.5％、50万元以上100万元以下の場合１％、100
万以上の場合0.5％の比率で支払うと定めている。また、会社形態と関係なく、
会社の登録資本の比率で計算するのも適当であるという見解もあるが(12)、財産
紛争の費用受取基準に基づく場合、株主が会社の利益のために訴訟を起こす
が、高額な訴訟コストは、逆に会社に経済的負担を付加する。日本では、代表
訴訟で訴えても株主に直接に利益が帰属するわけではない点に鑑み、訴訟の目
的の価額の算定については、財産権上の請求ではない請求に係る訴えとみな
されるので、申立時に裁判所に納める費用の額は一律的に13.000円と法定され
た。中国が訴訟費用を低く設けれないのは濫訴を恐れる部分が多いというが、
韓国(13)や日本などの国では、担保付規制など規制を設けることで濫訴を十分
防止できている。つまり、代表訴訟制度は導入したが、高すぎる訴訟費用は、
役員・株主の訴訟提起の意欲を重くするか或は抑制させる可能性がある。それ
ゆえ、代表訴訟制度を活発化させるためには、訴訟を起こしやすくするのも大
事である。
（四）経営判断の原則
経営判断の原則は、アメリカ合衆国で判例法として発展した論理である。取
締役の職務を行うに当たり過失があったとして責任を負わされる過剰責任負担
を免除するために設けたものである。いわば、取締役が業務執行に関する意思
決定の際に適切な情報収集と適切な意思決定過程に不注意がないと判断される
ときには、結果として会社に損害が発生したとしても善管注意義務違反に問わ
ないとする原則である。
アメリカの州法上の経営判断の原則は、裁判所は①取締役・会社間に利益関
係を有せず、②経営判断をなす必要な情報が充実で、合理的に信ずる程度の知
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識を有し、③かつ、当該経営判断が会社の最善の利益に合致すると信じたとき
は、本条の下での義務を履行するものとされる（コーポレート・ガバナンス原
則第4.01条３項）。但し、裁判官は法律専門家であり、経営管理の専門家でな
いということから、取締役の注意義務違反の責任判定をする際に、過剰な裁量
権の行使せずに、慎重に行うべきと思われる。
近年、日本の判例においても①経営判断を行うための前提事実の認識に不注
意な誤りがない場合、②その事実に基づく意思決定の推論過程及び内容に通常
の企業人として著しく不合理なものでないことを審査し、経営判断原則より取
締役に広い裁量の幅が認められる裁判例が多い(14)。もちろん最初から、このよ
うな基準に至ったわけではない。従来の裁判例は、①の点で前提事実の認識に
誤りがなければ、②の意思決定の過程にもあやまりがない、と判断することが
多くみられたが、最近の裁判例は、②の点について「意思決定の推論過程と内
容」と考えた上で、①②それぞれについて、事実を細かく分析して判断するよ
うになってきた(15)。
現実においても、取締役に責任を重く問うのであれば、就任を辞退する有能
な経営者が続出する可能性があり、過剰な責任追及によって有能な人材を取締
役として迎えることができないのでは会社にとって損失であるばかりか国益に
も反することになる。
もっとも、あらゆる場合に過失責任があるとすることは、健全な株式会社の
発展の保護という会社法の目的が果たされないことになってしまう可能性があ
る。
そこで、両者の調和を図るために類型ごとに責任を分けて個別のケースで無
過失責任の場合とそうでない場合と考えるべきであると考えられたために、日
本会社法の改正がなされたといえる。
なお、監査役などには経営判断問題が関わるのか？会社と取締役との間の訴
訟においては、監査役または委員会設置会社の監査委員会が選定する監査委員
が会社を代表する（日会386条１項・408条１項）。取締役の責任を追及すべき
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か否か、訴えを取り下げるべきか否か、和解すべきか否かなども、監査役など
が会社を代表して決定を行う。その決定もまた経営上の価値判断であり、経営
判断の原則の対象となる(16)。
中国会社法において経営判断の原則は採り入れていないが、取締役および高
級管理者にかかる責任を問う場合、経営判断の原則を導入する必要があると思
われる。①現代企業の競争が国際化に進んでいる中、会社の大規模化が競争
の趨勢になっており、会社内部システムに関する問題も多様になったのであ
る(17)。このような状況において、取締役にすべての意思決定を確実に行うこと
を求めるのは不可能である。経営判断の原則は、このような会社経営における
複雑な問題を適切に解決する。②経営者が職務遂行の際に、迅速な決断が迫ら
れる場合が多い、このような不確実の状況で将来の完全かつ正確な判断は困難
である。いつも完璧な情報収集がであるとは保障できないし、市場の変化に伴
うリスクも含めて、常に取締役に善管注意義務違反の責任を問うのでは、取締
役の業務執行を萎縮させるのみならず、経営効率も低下し、逆に株主利益の保
護に不利をもたらす。経営判断は、意思決定の特徴に符合する。③経営判断の
原則は、取締役の大胆な意思決定かつ迅速な業務執行を激励し、会社および株
主に利益をもたらすコーポレート・ガバナンス運行の特徴に符合するであろ
う(18)。
経営判断の過失について取締役に高い水準が期待されるが、経営に冒険は不
可避であるのに、その判断の結果会社に損害を与えたとして過失責任を問うの
では取締役の業務執行を萎縮させる。取締役は株主の利益最大化に不利を与え
る(19)。
このように日本学説上および判例上、取締役に業務執行を萎縮させないよう
に責任追及を慎重に行うべきであり、業務執行における注意義務を問う多く
は、他の取締役・執行役に対する監督・監視すべき義務として考えるのが望ま
しいという。
実務上、中国においては、取締役の損害賠償責任に関する事例はまだないが、
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上記のように諸外国の制度と経験を採り入れる必要があり、取締役の責任の追
及する際、経営判断原則を利用して判断を行うことがより適切な結果につなが
るのではないかと思われる。
なお、経営判断原則の範囲を考える際、コーポレート・ガバナンスの視点か
ら鑑みると、取締役の責任は会社及び株主に留まらず、債権者に対しても、自
己の不適切な意思決定や不適切な運営により損害を蒙らせた場合、賠償責任を
負うべきであると思う。いわば、事実上経営者の放漫経営の責任や法人格を利
用した債務の逸脱事例など支配株主の責任問題である。
三、債権者保護と事実上の取締役の責任
会社の経営者の権限は、会社の内部の関係においてはもちろん制約される。
そして、権限を超える行為や権限を濫用する行為をなし難くするべきである
し、万一そのような行為がなされた場合には、会社に対する責任を追及するの
みならず、善意の第三者に対する責任を追及しなければ、取引の円滑は図れな
い(20)。
（一）第三者に対する取締役の責任
取締役の第三者に対する責任規制は、昭和25年の商法改正によって新設さ
れ、昭和56年の商法改正によって現在のように改められた(21)。
その社会的背景には、日本国における資本的基盤の脆弱な中小会社の濫設で
ある(22)。これらの会社は、法形式上株式会社とはいえ、実質は個人企業のごと
きものである。したがって、このような会社と取引する相手方は不測の損害を
うけることが多く、会社のみによる賠償では十分満足を受けることができず、
取締役の第三者責任を広範囲に認めることによって対処しようとするものであ
る。
そして、会社が取締役の経営の支配する実質的個人会社である場合には、本
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規定が、法人格否認の法理の機能を果たしているといわれている。
１．悪質・重過失による任務懈怠の責任
日本の会社法規制では、取締役・役員がその職務を行うについて、悪意また
は重過失があったときは、当該役員等は、これにより第三者に生じた損害を賠
償する義務を負う（日会429条１項）。また役員等がその作成に関わった各種の
重要な事項・書類などについての虚偽の記載、または虚偽の登記・公告につい
ても第三者責任を負うが（日会429条２項）、この責任は無過失の証明責任を負
う過失責任である。役員が会社または第三者に対し損害賠償を負う場合に、ほ
かの役員等も当該責任を負うときは連帯債務者となる（日会430条）。
取締役個人が第三者に対して直接に損害賠償の責任を負うことを定めた背景
には、戦後、税金対策などから過少資本の会社が濫設され、近時そのような会
社の動産が増加するにともなって、会社債権者にたる第三者が会社に請求して
も、会社が無資力のため債権の満足を得られず、取締役個人責任を追及する事
件が多くなったという。そして、会社経営を影響力を有する事実上の取締役に
個人責任を追及する場合もあるが、これは法人格否認の法理の機能を果たして
いると言われている。
本来、取締役は会社に対して委任・準委任の関係にあるが、第三者に対して
は直接法律関係に立たない。したがって、取締役が会社における職務について
任務を懈怠しその結果第三者に対して損害を与えたとしても、その責任は会社
の業務執行機関の行為として、会社自体がその責任を負うべきである。しかし、
会社に賠償する資力がない場合に第三者たる債権者は不利益を受ける。
間接損害は、取締役による会社の利益損害行為から株主が被る損害（例え
ば、上場会社について、株主の被る間接損害の救済は代表訴訟によるべきであ
るか、株主を第三者とするこの損害賠償請求を認めるべきでないかとする見解
が有力である。）についても認める場合がある。会社の取締役会中心主義の確
立により、会社の実際権力の中心は取締役会に移行された。取締役に移行され、
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取締役の意思が会社に直接影響を及ぼし、かつ株主・債権者の利益に損害を及
ぼす。それゆえ、会社と債権者の関係にも質的な変化が起きた。従来、債権者
と取締役の間は間接関係であったのが、直接関係に転化したのである。取締役
と支配株主とが一体で有る閉鎖型のタイプの会社の場合、少数株主への加害の
救済を代表訴訟に限ると、加害が繰り返され実効的な救済にならない例が多い
から、株主の被る間接損害につきこの損害賠償を認める余地はある。
責任の性質につき、判例は、会社の経済社会に閉める地位及び取締役の職務
の重要性を考慮し、第三者保護の立場から、取締役が悪質・重過失により会社
に対する任務（善管注意義務・忠実義務）を懈怠し第三者に損害を被らせたと
きは、当該任務懈怠行為と第三者の損害との間に因果関係が有る限り、取締役
に損害賠償の責任を負わせたものと解している。責任範囲について、直接損害
に限定するか、間接損害に限定するか、または両者を含めるか、第三者は、債
権者のほかに株主も含むかが解釈上重要な問題である。直接損害は、取締役が
第三者に対して直接に違法行為によって損害を与えた場合に限定し、間接損害
は、取締役の放漫経営・利益相反取引などにより会社が倒産した場合に会社債
権者が被る損害が典型である。
善意の第三者に対し責任を負う取締役は、名目的取締役と事実上の取締役が
含まれる。日本において名目的取締役の責任は、中小企業の取締役が代表取締
役業務執行を何ら監督しなかった点を重過失による任務懈怠であるとして追及
するケースが多い。事実上の取締役の場合は、中小企業において、正式に取締
役として選任されていないにも関わらず、事実上会社の業務を執行しているも
のにつき、第三者に対する責任を認めた例もある。この判例には、①不実の取
締役就任登記の出現に加工したことを理由とするタイプと②事実上の取締役と
して会社を主宰していたことを理由とするタイプがある。
代表取締役の職務怠慢―代表取締役が、他の代表取締役その他の者に会社業
務の一切を任せきりとし、その業務執行に何等意を用いることなく、ついには
それらの者の不正行為ないし任務懈怠を看過するに至るような場合には、自ら
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もまた悪意または重大な過失により任務を怠ったものと解するのが相当であ
る。
平取締役の監視義務―株式会社の取締役会は会社の業務執行につき監査する
地位にあるから、取締役会を構成する取締役は、会社に対し、取締役会に上程
された事柄についてだけ監視するにとどまらず、代表取締役の業務執行一般に
つき、これを監視し、必要があれば、取締役会を自ら招集し、あるいは招集す
ることを求め、取締役会を通じて業務執行が適正に行なわれるようにする職務
を有するものと解すべきである(23)。
名目的取締役の監視義務―社外重役として名目的にしたものであり、実際に
も同被上告人は訴外会社に、一度も出社したことがなく、その業務の執行は代
表取締役の独断専行に任せこれにつき何ら監視することもなく、代表取締役に
対し取締役会を招集することを求めたり、自らそれを招集したりすることもな
かった。社外重役として名目的に就任した取締役についても同様である。同被
上告人が取締役として訴外会社の業務執行を監視するにつき何らなすところが
なかった(24)。
事実上取締役の監視義務―株主として、経営者の経営を監視するのは権利で
あるが、義務ではない。そのような監視を何もしないことがあれば、それは事
実上の取締役というより、支配株主の責任ということになる。このような事実
としては、親会社の代表取締役に、事実上の取締役として第三者に対する損害
賠償の責任である。これは、取締役の主任登記もないが、会社の主宰者として
積極的に業務執行を行っていた者に責任を認められたのである。監査役でかつ
親会社の代表取締役である者に対し、会社の業務執行に関与した事実がないに
もかかわらず、「事実上の取締役としての監視義務」違反したとして第三者に
対する責任を認めたという(25)。
２．書類の虚偽記載・虚偽登記等の責任 
①株式会社の取締役が株式申込証の用紙、新株引受権証書、新株予約権申込
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証・社債申込証・新株予約権付社債申込証の用紙（日会203条１項・242条１項・
677条１項）、目論見書もしくはこれらの書類の作成に代えて電磁的記録の作成
がなされた場合の当該電磁的記録、もしくは②計算書類とその附属明細書に記
載・記録すべき重要な事項につき虚偽の記載・記録をし、または、③虚偽の登
記・④虚偽の公告（日会440条３項に規定する措置を含む）をしたときは、そ
の記載・記録または登記・公告をなすにつき注意を怠らなかったことを証明し
ない限り、第三者に対して連帯して、これによって生じた損害賠償する責任を
負う（日会429条２項１号・430条）。これは不実の情報開示に関する取締役の
責任であり、任務懈怠と責任と異なり、過失責任とされかつ証明責任の転換が
なされている。
２、中国の会社取締役の第三者に対する責任
2005年中国の会社法改正以前の学界では、取締役の第三者に対する責任に関
する議論が盛んであったが、導入にまでは至らなかった。学説は、取締役の故
意または重過失による法律、行政法規および会社定款の違反行為が、債権者に
損害を被らせた場合は、取締役は会社と連帯して第三者に対する損害賠償の責
任を負うべきであるということには異説がない。しかし、立法者は、独立取締
役制度の導入と法人格の否認の法理が明文化のこともあって、取締役の責任の
拡張が経営判断を萎縮させることを考慮し、立法問題に慎重な態度を取り、学
界に現行法中の規定で対処可能か否かの解釈空間を残したといえる。
それでは、現行法上規定で債権者保護の問題をどこまでカバーできるのであ
ろうか。まず、会社法が改正された同年、いわば2005年に改正された中国の証
券法において、第三者に対する責任規制がある。取締役が虚偽記載・虚偽報告
をした場合、賠償責任を負う。発行者及び上場会社が公告した株式目論見書、
社債募集方法、財務会計報告、上場報告文書、年度報告、半期報告及び臨時報
告及びその他の情報開示資料に、虚偽記載及び誤解を生じさせるおそれのある
記述または重大な遺漏があり、これにより証券取引における出資者に損害を与
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えた場合、発行者及び上場会社は賠償責任を負うものとする。発行者及び上場
会社の董事、監事、高級管理職並びに保証推薦人、元引受証券会社は、発行者、
上場会社とともに連帯して賠償責任を負わなければならないが、自己に過失が
ないことを証明できる場合はその限りでない。発行者、上場会社の支配株主、
実質支配者に過失がある場合は、発行者、上場会社とともに連帯して賠償責任
を負わなければならない（中国証券法第69条）。
そして、2006年改正された中国 “破産法” は、債権者保護の規定が改正前よ
り確実に改善されたといえる。取締役、監査役或は高級管理者の忠実義務およ
び勤勉義務の違反により、企業が破産に至った場合は、法に基づき民事責任を
負うべきである（中破第第125条）。債務者は本法31、32、33条規定の行為によ
り、債権者利益に損失を蒙らせた場合、債務者の法人代表者とその他直接責任
者は法に基づき損害賠償を負うべきである（中破第128条）。詳しく述べると、
債務者財産について破産申請前一年以内に行った①財産の無償譲渡、②著しい
不合理の価額の取引、③無担保債務に担保を提供、④返済期限になってない債
務の返済⑤債権を放棄した場合（中破31条）；そして、破産申請前６ヶ月以内
に、債務者が満期債務の返済不能、かつ資産不足ですべての債務返済不可或い
は著しく返済能力が欠けて、本法に基づき債務の清算を行うべき状況におい
て、個別の債権者に債務返済を行った場合（中破32条）、管理人は裁判所に取
消の請求をする権利を有する。但し、債務者に受益をもたらす個別清算を除外
する。また、債務者が①債務の逸脱のために財産の隠匿・移転する場合；②虚
偽の債務或い不真実の債務を認めた場合、この債務は無効となる（中破32条）。
さらに、破産企業と利害関係がある者は管理人になることを控えるべきである
と管理人の資格を制限しており、管理人は、勤勉に職責を果たし、忠実に職務
を執行すべきであり、この規定を違反したときは処罰をうける；債権者、債務
者或は第三者に損失を蒙らせた場合には、損害賠償責任を負うべきである（中
破130条）という、管理人に対する損害賠償責任の規定も明確に定めている。
ここで、無視できないのは、取締役の第三者に対する責任は、侵権責任とい
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うことである。それゆえ、かかる規制としては、公民、法人の合法民事権益は
法律で保護される。公民、法人の過失により他人の財産、人身を侵害した場合、
民事責任を負わなければならない（中民総則106条）ので、債権者保護はある
程度カバーできるのではないかと思われる。
上で述べたように、取締役の第三者に対する責任規制は導入されてなかった
が、このような規定が全くないわけではなく、1992年に公布された≪海南経
済特区株式会社条例≫106条で、取締役の第三者の責任を規定している。この
条文は “取締役が職務を執行するにあたって重大な過失があるとき、この行為
が第三者に損害を蒙らせた場合に、取締役は会社と連帯して損害賠償の責任を
負うべきである。” と定めており、ここで過失の構成要件としては、①取締役
に重大な過失があること、②過失は職務の執行中に発生すること、③第三者は
取締役の行為によって損害を被ったことである。ここで注意すべきことは、“職
務の履行” の解釈範囲である。“職務の履行” は、会社の授権範囲と経営範囲
に限らず、責任を負う取締役の範囲が法人代表者に限らない。この範囲を超え
た取締役の行為は、第三者に対抗できないため、取締役は会社と連帯して損害
賠償の責任を負うべきである(26)。
以上の条項は、法定化される前の試行および司法実務上の債権者保護の法律
根拠として参考できる。
２．第三者に対する支配株主の責任
（１）支配株主の信認義務
株主の地位は平等であり、株主が会社に対し出資に関する義務以外に、いか
なる義務も負わないと考えられがちであるが、出資義務は、法律上株主の義務
というより、株主となる前の者（設立時募集株式の引受人・募集株式の引受人
など）の義務であると解すべきであろう。
株主のうち支配株主とは、一種の付随義務として、会社および他の株主に対
し信認誠実義務を負うと主張する学説がある(27)。支配株主がその支配的地位を
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利用して、会社や少数派株主の利益を犠牲にして、自身の利益を図る行動をと
る傾向がある。それは、株主総会における特別利益関係者の議決権行使の形態
で生じる場合もあれば、結合企業関係において親会社が子会社取締役に対する
事実上の影響力を実行することにより、日常の取引の中で行うなどの桁地でも
生じえる。そこで、取締役の忠実義務に類似する義務を支配株主に対しても課
する必要性が、少数株主の利益の保護のため生じる。つまり、支配株主は、そ
の特別な地位を利用して、会社や少数派株主を食い物にし、自己の利益を図っ
てはならない義務を負わなければならない。
この場合、支配株主も会社に対し損害賠償責任を負うか。解釈論として①出
資返還禁止原則の違反（隠れた剰余金の配当）として支配株主は不公正な利益
の返還義務を負う(28)、②利益供与禁止規定違反として支配株主はその返還義務
を（日会120条３項）負う、③取締役の会社に対する債務不履行（委任契約違反）
に加工したことにより支配株主は債権侵害の不法行為責任を負う、④会社の事
実上取締役として支配株主は損害賠償を負う(29)等の見解があるが、いずれも
概念が不明確であり、十分な問題解決にはいたらないであろう(30)。
さらに、支配株主は、株主総会の決議権を利用して取締役・監査役を指揮す
ることは周知のとおりであるが、支配株主が会社の利益に損害をもたらした場
合、これに対する監視・監督は、誰がどのような方法で行うかが何より困難な
問題であると思われる。これについて、立法的な解釈が望まれる(31)。
２、中国における支配株主の誠実義務
中国会社法では、条文上支配株主の誠実義務と明確表示されてないが、実務
上の要請と研究が深まるにつれ、多くの学者が支配株主は一定の義務を負担す
べきことを認めている。支配株主の信認誠実義務は、一般的に注意義務と忠実
義務を含まるが、忠実義務がより役割を果す。忠実義務の核心は利益衝突の時
に完全公平であること。支配株主が、会社・少数株主間に利益衝突が生じる場
合は、支配株主の行為は会社または少数株主に対し公平であるべきである。
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支配株主の注意義務は、支配株主が議決権の優位で会社意思決定に影響力を
加える場合、取締役に求められる注意程度および専門能力を適用するのは妥当
ではないと考えられるので、中国においての支配株主の注意義務は、通常の取
引の注意義務と理解するのが妥当である。忠実義務の場合は、会社に対しても
少数会社に対しても忠実義務を負うことになる。支配株主が決議権の行使によ
り会社経営に対し影響力を加えるという方法ではなく、むしろ直接に会社の経
営に介入する場合は、支配株主の地位に質的な変化が認められるので、支配株
主に対しても取締役と相当する義務を負わせる必要がある。
誠実義務の対象について、英米法は会社、少数株主を対象とするのに対し、
中国は債権者までその対象となっている(32)。具体的には、社員・株主が法律、
行政法規または定款の規定に反して、株主の利益に損害を蒙らせた場合、賠償
責任を負わなけばならない。また、自己の権限及び地位を利用して、債権者に
重大な損害を蒙らせた場合は、会社債務に対して連帯責任を負う（中会20条）
べきである。会社の支配株主、事実上支配者、取締役、監査役、高級管理者は、
関連関係を利用して会社の損害を蒙らせた役員は、会社に対して損害賠償責任
を負わなければならない（中会第21条）。期限内に株式の募集ができず、発起
人が定期的に発起人総会の不開催または創立総会で会社設立中止の決議がある
場合を除き、株金の払戻をなしてならない（中会92条）と定めており、会社が
株主または事実上の支配者に担保を提供する場合、株主総会の決議を経るべき
である。当該株主或いは事実上支配者は、かかる事項の表決に参加することが
できない（中会16条）；会社が保有する自社株は表決件を有しない（中会104
条）。以上、法人格否認の法理の明文化、関連取引の制限、払戻禁止、株主総
会の決議権など株主の義務に関わる規定である。
実務上、会社経営者が信頼を裏切って会社利益を損なう態様はいろいろある
が、①会社利益を犠牲の対価として、②会社の経営者或いは背後者の不法利益
を図り、③その会社利益の損失と会社の経営者或いはその背後者利益に因果関
係が存在する場合などがあるが、この態様、上記会社法20条、法人格否認の法
― 77 ―
支配株主の経営責任と債権者保護
理に照らして検してみよう。
（２）法人格否認の法理と支配株主の責任
１．中国における人格否認の法理
中国会社法20条にでは、会社社員・株主は、法律、行政法規または定款の
規定を遵守し、法に従い権利行使をしなければならず、権限を濫用して会社ま
たはその他の株主の利益に損害を与えてはならない。会社法人の独立地位およ
び株主の有限責任を濫用してはならず、会社債権者の利益に損害を与えてなら
ない（中会20条１項）。会社社員・株主は、権限を濫用して会社またはその他
社員・株主に損害を与えた場合、法に基づき賠償責任を負わなければならない
（中会20条２項）。会社社員・株主は、会社法人の独立地位および株主の有限責
任を濫用して債務を逃れ、債権者に重大な損害を与えたときは、会社債務に対
して連帯責任を負うべきである（中会20条３項）と定めている。このような法
人格否認の法理の明文化は中国の特徴とも言える。法人格否認の事例には、法
人格濫用の場合と、法人格形骸化の場合の２つが定められた。①会社の株主が
会社法人の独立地位および株主の有限責任を濫用し、債務逃れをし、会社債権
者の利益を著しく損害した場合、当該株主は、会社の債務に対して連帯責任を
負わなければならない（会社法第20条第３項）。②一人有限会社の場合、会社
の財産が株主自身の財産から独立していることを証明できないとき、株主は、
会社の債務に対して連帯責任を負わなければならない（会社法64条）。会社の
債権者が株主に法人格の濫用があったことを証明しなければならない①の法人
格濫用の場合と異なり、②の法人格形骸化の場合は、株主の財産が会社の財産
から独立していることを証明する立証責任が株主に転換されるため、株主には
厳しい規定である。
これら法人格否認の法理の導入は、株主の有限責任を否定するものではな
く、有限責任の例外事例を明文で定めたにすぎず、日本の判例により確立され
た法人格否認の法理と異なることはないと考える。
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２．日本における法人格否認の法理
日本の会社法は、中国会社法と違って判例法を認めており、昭和44年２月27
日を始めて法人格否認の法理を適用してから、40年近く数多い学者・裁判官の
注目を集め優れた判例研究を進めきた。それゆえ、中国の司法実務の実践中、
日本の判例上の事例態様、判旨などが参考になるのであろう。
（ア）法人格の濫用
法人格の濫用とは、法人格が株主により意のままに道具として支配されてい
ることに加え、支配者に違法または不当の目的がある場合をいう(33)。
法人格の濫用の具体的態様について、①経営困難に陥った会社の経営者が、
会社債権者からの債務履行請求手続を誤らせて時間と費用を浪費させるため、
別の会社を設立してそれに旧会社の財産を移したような場合に、新旧会社が別
異の法人であるとして主張できないとした事例が典型的である(34)。②近時も、
強行執行を回避するために、新会社の法人格を濫用している場合には、新会社
が旧会社と別個の法人であると主張できないと判旨し、旧会社債権を新会社に
対する支払い請求を認めた(35)。③また、完全子会社の解散を理由とする従業員
の解雇が不当労働行為の意思でなされ、親会社も荷担していた場合に、法人格
の濫用を認めて親会社との間で雇用関係が存在するとした事例(36)などもある。
（イ）法人格形骸化
法人格の形骸化とは、法人とは名ばかりであって、会社が実質的には株主の
個人営業である状態、または、子会社が親会社の営業の一部に過ぎない状態を
いう(37)。
法人格の形骸化の具体例として、①会社がその会社自身としての意思決定手
続を行わず（株主総会・取締役会の不開催）、支配株主が会社経営を行い、②
その支配的構成員である株主の個人財産と会社財産が反復継続して混同され、
③会社の収支とその支配的構成員である株主の収支が峻別されていないような
ときに、④会社財産が減少して、会社債権者が会社より弁済を受けれられなく
なった場合には、会社と構成員とは別個独立の権利義務の主体であり、会社債
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務の構成員の債務ではないとして、構成員がその債務弁済責任を免れることを
認めることは、会社債権者を不当に害することになる。そこで、そのような場
合、特定の事案につき会社の法人格を否定して、会社とその背後の支配的構成
員である株主を同一視することが認められれば、会社に対する債権をもって、
支配的構成員である株主対する債権として責任を追及できることになる(38)。
そこには、いわゆる同一性の理論の事例や、会社法429事実上の取締役の事
例との競合問題というような新しい問題が生じているが、一つの事案におい
て、会社法429条の要件と法人格否認の法理の要件をともに充たした場合、そ
のいずれに適用するかについて、龍田教授は次のように解した。両者の関係に
ついては、前者の要件に合致しない場合にまで、法人格否認の目的で同条を拡
張して適用するのであればもちろん不当と言わざるを得ない(39)。両者の要件と
もに充たした場合に、いずれを適用すべきかの問題について、いずれを適用
することも可能とする見解がある。この立場は、個別的規定が一般的条項を
具体化した場合（例えば、民法424条の詐害行為取消権と法人格委任の法理）
は、まず、具体的規定によるべきであるが、会社法429条は法人格否認の法理
の具体化した特別規定ではなく、優先して適用すべきであるともいえないとす
る(40)。
これに対し、会社法429条の適用を優先すべきであるとする加美教授の見解
は、法人格否認の法理は一般条項的なものであるからその適用範囲を限定し、
既存の法理の合目的会社によって無理なく妥当な解決が得られる限りそれによ
るべきであり、その法理の適用を慎重でなければならないとする。これは、一
般的条項への逃避に対する警告であり、基本的に支持されるべきであるとす
る(41)。前述のように従来の判例が実質的な個人企業と異ならないような株式会
社において会社が対外的責任を果たし得ないとき、会社債務につき取締役に責
任を負わしめたのは誤りで、このような場合は法人格否認の法理を活用ないし
拡大適用して解決すべきではなかったかとの批判がなされているのであるが、
そこにいう「拡大適用」とは、具体的にはどうすることなのか、その内容が必
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ずしも明らかではない。というのは、法人格の否認は形式的には取締役ではな
くて株主（厳密にいえば、会社の背後にある実体）の責任の問題である。言い
換えれば、会社の法人格を否認し責任を追及される相手方は会社の背後にある
もの、すなわち株主であって取締役ではない。それゆえ、「拡大適用」とは株
主の場合だけでなく取締役にまでも範囲を広げるということともとらえる。と
すると、拡大適用そのものが許されるのはあくまで当該取締役が会社の実質的
支配者でもある場合に限られる。会社の支配は社員権を通じて行われる場合も
あるからである。このような法人格否認の法理と第三に対する責任との競合を
について、先ずは、取締役の第三者に対する責任によって解決すべきである。
経済状況の変化における最も大きな変化は、現代の企業結合の発展である
が、企業結合において、経営判断はどのようにすべきなのかという視点が問題
となっている。例えば、①子会社救済のための融資が結局回収できない場合、
②子会社救済のための吸収合併、③損失隠しのために子会社利用による債権譲
渡、④自己株式の子会社による買い取り、⑤子会社による利益供与、⑥子会社
による親会社救済などがある。このような事例について、企業グループ全体の
利益のため会社の利益を犠牲にしたとの抗弁は認められない(42)。
法人格の形骸化・濫用の二つの要件を通じ、法人格を否認すべき実質的理由
は、二つに大別できる。第一は、過少資本、会社搾取、会社株主間の財産混同
のように、もっぱら会社・株主間に起因する事情を要件とするタイプである。
このタイプの法人格否認の場合、会社・株主側は、例えば有限会社をすべての
会社債権者に対し制度適任対処できないとする制度利益擁護型である。第二
は、外見信頼保護の必要のように、当該相手方を保護すべき個別事情を要件と
するタイプである。このタイプの法人格否認の場合、まさに当該事案限りの否
認である半面効果としては和解契約、競業避止義務などの特定債務の拡張も生
じ得るから、合名会社など社員が無限責任の会社にも適用される実益がある。
このタイプを個別利益調整型という。制度利益擁護型については、個々の法律
関係を規律する法がある。たとえば、法人格を否認すべき実質的理由が「外見
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信頼の保護の必要」である場合は、契約に適用される法、禁反言に適用される
法等、個別利益調整型については、子会社の従属法つまり設立現地法が準拠法
になると解すべきである(43)。他方では、外国に設立された子会社の債権者が親
会社に対し債務の弁済を請求するなど、国際局面で主張されることもあるが、
この場合は、両会社の所在地のいずれに基づき法人格否認の可否が判断される
べきかといった形で、準拠法選択の問題が生ずる。しかし、これらの事例は、
何法によったのか、日本法を準拠法としたのであれば如何なる理由によったか
が不明確な事案である(44)。
このような親子会社間等企業結合関係にある会社における問題を、形骸化と
して親会社ないしは子会社の債権者による法人格否認の法理を認めるべきかど
うかは、慎重な判断が求められる。すなわち、法人格否認の法理の限界が問わ
れることになる。
日本における40年近い法人格否認の法理についての理論と実践上の研究に
より、法人格濫用の場合は法人・取締役が濫用行為に協力しておらず、法人格
の形骸化の場合は、取締役がその組織の形骸化に協力していることが明らかに
なった。
次に、諸外国の実証分析を比較することで、法人格否認の法理の適用基準を
鑑みることにしよう。
１、アメリカ―分析によれば、①当事者が会社法人格の否認の訴えを提起し
た判例中、虚偽の陳述事実があるとして法人格が否認された判決が94％、②会
社資本が著しく不足するとして法人格が否認された判決が73％である。無論、
虚偽の陳述以外にも、③会社が株主の背後者或いは道具であるかどうかも主に
考慮する要因である。例えば原告が、会社と支配株主との同一性を証明できる
場合は、法人格の否認される判決の確率は95.6％である。会社が支配株主の道
具に過ぎないと証明できる場合は、その確率は97.3％に至る(45)。
２、オーストラリア―分析によれば、最も多い勝訴理由は①不公平或いは
不公正で、勝訴事例の60％を占める。詐欺場合は約41.5％と代理類の場合は約
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39.5％で、両方とも平均水平の比率に近い。②会社が飾り物或いは個人にすぎ
ない場合は37.5％で比較的に低い比率である。もっとも低い比率を占めるのは
③グループ企業の場合で約24％である。
３、日本―会社法人格否認の司法実践中、①法人格否認の否認の法理を適用
範囲について、法人格が全く形骸にすぎない場合、②会社法人格の濫用がある
場合とされている。適用要件としては、①法人格が背後支配者の意のままに左
右されること（支配要件）と②法人格が違法または不当な目的のために利用し
ていること（目的要件）が強調されている。
４、韓国―法人格否認の原理に関する論文は多いが、会社が法人格が濫用さ
れる弊害は多くない。具体的例は、①大判1977.9.13，74C954事例は、法人格
否認の法理の適用を否認した(46)。その後、②1988.11.22，87CK1671の判決は
「誠実信用の原則の違反または法人格を濫用したと主張することは許さない」
とし、法人格否認の要件或いは理論に関する明確な説明はないが、誠実信用義
務の違反と同一或は類似する法人確認の濫用の用語を使った判決である(47)。③
2001.1.19，97D21604の韓国大法院判決では、法人格否認の要件また理論を利
用して法人格の否認により背後者の責任を認めた。支配株主または事実上１人
株主と会社を同一視した事例である。これは、韓国で法人格否認の法理を適
用した初の判決であり、その意義も大きい(48)。なお、2004.11.12，2002D66892
の韓国大法院判決は、既存の会社が債務逸脱の目的で会社内容・形態が実質的
同一の新会社を設立した場合について法人格否認の法理を適用した事例であ
る(49)。韓国は諸外国と比べ法人格否認の法理を適用した事例が比較的に少ない
が、①完全支配の要件、②著しい資本不足の要件、③財産の混同の要件につい
ては認められている(50)。
以上、各国の法人格否認の原則を適用基準についての判断は異なり、不統一
であるが、裁判官が審理する際の基本的には以下の要素を重視する。①著しい
資本不足の場合；②株主と会社間の財産混同の場合；③株主が会社財産を個人
財産のように処分する場合；④会社情報を隠匿或は隠蔽の場合；⑤支配株主と
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会社間に関連取引がある場合；⑥会社が必要な記録がない場合などである。こ
こで、株主の会社債権者に対する虚偽の陳述或はその他詐欺行為をなした場
合、殆どの国及び地域で法人格を否認する。
四、中国Price Smartグループの事例検討
（一）事実の概要
アメリカメーカPrice Smart蔵屋敷（仓储）会員制スーパーマーケットは、
20世紀の50年代中期に生まれ、初の中国入りした “洋スーパー” である。導入
当時、Price Smartは、中国外経貿易部から特別許可を得た初の外資特許経営
連鎖企業であるといわれる。Price Smartの運営構造は：諾衡持株有限責任会
社はアメリカのPrice Smartの委託を受けて中国地域で事実上Price Smartの
経営を行う。会社の取締役会会長（法人代表）は劉五一である。
1996年劉五一（事実上の支配者）は(51)、アメリカカリフォルニア州Time 
tone International Group，Inc.（湯姆頓国際集団公司）取締役会会長の身分
で、Price Venture，Inc.（PVI）会社(52)と《特許経営契約》を締結した。契
約の内容は “商標 “Price Smart” 使用権を湯姆頓国際集団公司及び中国のパー
トナーに許可するとともに、中国の北京、天津などの都市でスーパーマーケッ
トチェーン店を設けることを合意する。” である。
その後、1997年１月にPrice Smart集団会社を国内アメリカン式Price 
Smart会員店（メンバーズカードを持っている会員顧客向けのみの店舗、以下
北京Price Smartと略す。）を経営主体として一店目が設けられた。当時、業
務最高峰の時には、全国年販売総額が40億元を達成した。その後の店舗拡張は
急スピードで行われ、1999年には昆明にも新店が作られた。
2000年においては、北京、昆明、成都で６社が新設され、“Price Smart” を
全国に拡張し続けた。その拡張はアメリカのPrice Smart会員店（メンバー
カードを有する会員向けのみのサービス、以下会員店と略す）を先行するもの
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である。
2001年には、洋風の名称 “N-Martスーパーマーケット”（以下N-Mart略す）
で、辺境地方へ開拓した。2004年の夏季までに店舗数は約48軒まで達した。
劉五一は、1997年１月に海淀店（北京海淀区学清路甲18号）を第一軒目と
して開設した(53)。設立当初、会社資本金は1000万元であり、其のうち劉五一
の持株比率は99.8%、劉五一の父は象徴的0.2%を有していた。幸い海淀店の評
判は好評で、1998年４月北京東三環南路に第二軒目 “劲松店” を，1999年４月
海淀阜石路に “玉泉店” をオープンした。このように海淀店をオープンしてか
ら、登記資本は1998年までに１億元まで増加、1999年には1.7億元まで増加し
た。しかし、当時の工商登記変更資料では、二度に渡って巨額な資本変更をし
てあるが、新増加した資本の性質すべてが店面の資産を換算した “固定資産”
であった。
その後、1999年昆明に新設したPrice Smart会員店は、ハイ・テクノロジー
の開発区に位置していることで現地では “高新店” と呼ばれいた。高新店は昆
明商業有限会社に所属する登記資本4000万元の合弁企業で、北京Price Smart
持株数が55%、現地のある政府不動産会社の持株数が45%、劉五一が取締役会
会長を担っていた。
政府支持を背後にした “外国のスーパーマーケット” のブランドは、早くも
“商業信用” に転化した。銀行の貸付が容易にできるし、定例の信用調査も無
形になった。ここで “発展機会” を見つけた劉五一は、ますます昆明、更に西
南全体の地区に拡張し続ける。その経営戦略とは以下三つのパターンで進めら
れた。①まず、現地で新たに会社を設けるか、或いはPrice Smartの独資会社、
或いは現地会社と合資会社を設ける。②その後、現地銀行で融資をする。③最
後に、銀行貸付を利用して、現地で店のレンタル、或いは直接不動産を買入れ
て店に投資、掛売り方法で現地の供給業者の供給品を獲得する。
2000年１月と５月にPrice Smartはそれぞれ昆明と成都で会員店を開き、昆
明店は “穿金店” と “高新店” 二軒とも昆明Price Smartに属する。成都店は
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成都Price Smart特商業有限責任会社（以下成都Price Smartと略す）に属
し、会社の登記資本の5000万元、劉五一の傘下の投資会社が60%株式を有し、
成都現地の会社が40%株式を有する。ここで注意すべきことは、成都Price 
Smart5000万の資本中、劉五一は現金出資ではなく、90%以上が “現物出資さ
れていたこと” である。昆明Price Smartと同様に、成都Price Smartも現地
の銀行に貸付をする。
2001年以降、劉五一は洋名の “N-Martスーパーマーケット” を設立し、新
疆地方から開拓し始めた。これは2001年２月にアメリカのPrice Smartが特許
権の契約内容を訂正したのと関連があると思われる。アメリカPrice Smartは
中国側の受許人――劉五一のアメリカ会社諾衡，Inc.（诺衡会社）と中国の諾
衡持株有限責任会社と新に特許権契約を締結をした。契約改訂内容は “受許者
は、チェーン店一軒あたり11.69万ドルの特許使用費を支払う、そして中国国
内チェーン店は指標に従って開設すべきである” とされた。そしてその指標と
は “2001年に５店舗、2002年に３店舗、2003年に４店舗を設けること。もし
N-Mart会社が違約がある場合には、一軒あたり11.69万ドルの罰金を支払わな
ければならない。” というものであった。これに対し、劉五一はすでにいかに
特許権の制約を逃れるかを考えておいた。この年新設した７軒の店中、４軒を
N-Martに変更した。こうなると “N-Mart” はすでにアメリカの特許権の経営
と関わりがないものとなる(54)。これは新しい賭けであり、2001年の後、劉五一
はアメリカのPrice Smartとの違約はかなり明らかであった。この時の経営方
針は “貸付けができるのであれば、どこでも店を設立する。新店開設はすでに
企業内部発展の需要にかからない、外部資金の供給にかかるのである。”
2002年から、劉五一は投資設計を構築し直し、全国各地資金の統一調整を
行った。諾衡持株会社を北京Price Smartと入れ替えて、各地Price Smart会
社の持ち株主とした。2002年９月、諾衡持株会社は北京Price Smart80％の株
式を譲受け、残り20％の株式はN-Mart特株有限会社が譲受けた。ここで、諾
衡持株会社とN-Mart持株会社は、事実上劉五一の家族企業であることは明で
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ある。前者は1998年に設立し、登録当初大株主はPrice Smart集団（持株の
83%）会社と劉五一の他の会社である。2002年４月、諾衡持株会社の株主が二
人の自然人に変更され、劉五一の父（劉爽）の持株数が83%、劉五一の弟（劉
宇）持株数17%を有する。N-Mart持株会社は2002年２月に設立され、株主は
諾衡持株会社と劉爽で法人株主と自然人株主である。北京Price Smartのよう
に株式構造はこの二大株主に調整された。それゆえ、2002年からPrice Smart
は諾衡持株会社とＮ-Mart持株会社２社にコントロールされるシステムになっ
た。(55)
しかし、2004年の初夏から “Price Smart王国” は、きわめて速いスピード
で崩壊しはじめ、2005年３月までに全国のPrice Smartは全面的に閉鎖され
た。これは、2004年５月長沙店の破産の影響で、供給業者、所有者、銀行の訴
えが絶えず、結局北京店の閉店まで至ったといわれる。
Price Smart崩壊中すでに姿を消した劉五一を除いて、８人の高級管理者は
法律に基づき、資本金計1.1億元を払戻した容疑と北京市朝陽区来広営信用協
同組合で計1713万元の支払引受資金を騙し取った容疑で、公安局に逮捕され
た。
≪判決の要旨≫
2007年３月20日、北京第一中級裁判所はPrice Smart総裁呉衛東ら８人の被
告に犯罪事実を認定し一審判決を下した。裁判所は、⑴被告呉衛東、呉寧、蒲
济、楊蒼、孫波、徐斌は会社の出資の払戻を行った事実が認定され、出資金払
戻の罪が構成する。⑵被告呉衛東、孫波、季萍、趙一軍は会社管理責任者を担
う際、会社債務を返済するため、不法占有を目的にして、虚偽の取引内容を作
成し、会社或いは所属会社の名義および金融機関と引受手形の支払い引き受け
をする合意、手形割引合意を締結して、巨額の金銭をだまし取った事実が認定
され、契約詐欺罪に構成する。但し、被告趙一軍、季萍が会社が閉鎖後にも、
供給者らの救済に臨んだことを考慮して、裁判所は二人に対して罪を軽減下し
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た。
（二）判例解釈
１．出資の払戻に対する現行法上の規制
本件は、株主の出資の払戻行為に関する典型的判例である。判決では、会社
役員らに重い刑が下された。新会社法の改正では旧会社法より全般的に民事責
任規制が詳細化されたといえるが、出資の払戻における株主の民事責任につい
ては未だ不明確である。それゆえ、まず出資の払戻に関する現行法上の制度を
挙げてみよう。
会社法では、会社濫設の防衛策として、いわゆる「資本三原則」、すなわち、
資本確定の原則、資本不変の原則、資本充実•維持の原則が挙げられている。
2005年、中国会社法改正において株式会社の最低資本金が1000万元から500
万円に引き下げた。日本の会社法改正の目玉の一つが最低資本金制度の撤廃に
よる「１円会社」の創設は比べようもないものであるが、世界最高だった最低
資本額の入り口規制が緩和されたことは大きな進展と言えるであろう。
しかし、実務において、会社出資払戻の立証責任が実行し難いことと、出資
払戻の違法作業がコスト安くとリスクが大きくないこともあり、株主による出
資払戻の不誠実な行為がしばしば生じている。
まず、出資の払戻に関する現行会社法上の規定には、会社登記後、株主の出
資の払戻をうけてはならないことが義務づけられており（中会第36条）。本規
定に違反して会社の出資の払戻をうけた場合、会社登記機関によりその是正を
命じ、払戻した出資金の100分の５以上100分の15以下罰金の行政処罰を下さ
れる（中会第201条）。出資の払戻犯罪の構成要件を満たされた場合は、法に基
づき刑事責任を追及することができる（中会第216条）。そして、その結果が重
大であるか，もしくはその他重大な情況が認められるときは、５年以下の有期
懲役または拘投に処し、払戻金額の100分の10以下の罰金を科す。会社が前項
の罪を犯した場合、会社に罰金を科す，或いは払戻に関わる業務執行を為した
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担当者及びその他業務責任者は、５年以下の懲役または拘投に処することにな
る（刑事責任、中刑159条）。
次に、発起人、株主が会社法の規定を違反し会社設立後に、出資の払戻を受
けた結果虚偽出資または出資の引出を行い会社、株主、債権者に直接損害を蒙
らせ、その額が10元から50万元以上の場合；上述した額の基準には達してはな
いが、以下の情状に含まれる場合；①債務超過または会社が正常の経営を行え
ないことまで至った場合；②会社発起人と株主が共謀して虚偽出資、出資の払
戻を行った場合；③虚偽出資、出資の払戻をな行政処罰を二回以上受けたうえ、
さらに虚偽の出資、出資の払戻を為した場合；④虚偽出資、出資の払戻した資
金を利用して違法活動を行うなど、以上の情状の嫌疑がある場合は≪最高人民
法院、公安部の経済犯罪事件に関する追訴基準の規定≫に従って追訴すること
ができる。
そのほか、民事責任に関する規制に注目してみると≪最高人民法院の会社紛
争案件審理に関する若干問題の規定(一)≫（以下規定と略す）の司法解釈が
ある。解釈では株主が会社設立後、出資の払戻を受けた場合、会社はその出資
の返還或いは出資の払戻を受けた額と時間を計算して利息を払うことを裁判所
に求めることができる。株主が出資の払戻を受けたことにより、会社に損害を
蒙らせた場合は、損害賠償責任を追及されるのは当然で、出資の払戻行為に参
加あるいは直接管理責任がある株主、取締役、経理は、出資の返還する際連帯
して責任を負う。会社が起訴を怠った場合は、株主が第43条規定に基づき株主
代表訴訟を起こすことができる（規定第11条）。また、債権者が会社債務清算、
会社の債務不履行に対し起訴するときは、債権者は出資の払戻或いは返還され
てない株主に対し訴訟を提起するうことができる，出資の払戻及び利息範囲内
で補充賠償責任を負う。そして、出資の払戻に便利を提供したり、直接管理責
任がある株主、取締役、経理は出資返還について連帯責任を負わせる（規定第
12条）。
なお、中国の出資者は名目的出資者および事実上の出資者と会社間の紛争が
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多発している。会社法では株主の出資不足、出資の払戻行為に，債権者が名目
的出資者に対して賠償責任を追及する場合、名目的出資者が会社債権者に対し
責任負担をした後、事実上出資者にこれによって被った損失を追償することが
でき、会社債権者が名目的出資者と事実上の出資者を共同被告として並べて追
訴することができる（規定第20条）などである。
ただ、厳格に言えば、有限責任会社社員に対する出資の払戻を受けた場合の
規制であり、株式会社に対する規制ではない。しかし、実際上同じ原理で株式
会社の発起人と株主に適用できるのであろう(56)。この点について、更なる司法
解釈や学者による解釈が必要であろう。
２．支配株主の出資の払戻行為に関与した役員の責任
被告呉衛東、呉寧、蒲济、楊蒼、孫波、徐斌は本判決について、事実上経営
者の指図に従い、会社設立後に出資金を払戻し行為を行ったことは、自己の意
思決定で違法行為を行ったわけではなく、サインという形式を備えるだけの飾
り物にすぎないと８人の高級管理者の14名の弁護士が無罪を張している。本件
の会社の違法行為の全過程を支配株主劉五一一人によって完成できるはずがな
い。取締役の経営活動を “指揮・策略・執行” の三つに分けると役員らは執行
の役割を果たしたのである。共同犯罪の特徴は、それぞれ分担があることであ
る。この点無罪の主張はと法的根拠はないのである。
本件において、経営状況を注目してみると、支配者が自己の地位を利用して、
取締役・役員に違法取引、虚偽の担保提供や、販売契約などの手段で、信用協
同組合から引受手形をで資金を騙取するなど悪意・過失がある放漫経営を行っ
た。
ここまで大規模の企業で、支配株主の違法行為の操作が可能だったことは、
ワンマントップ制の経営システムを作り上げ、監視・監督システムが機能しな
かったことによる。このような、経営環境でその他の株主が透明性がある情報
を確保するには困難がある。つまり、支配株主の一言で選・解任が決まるよう
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なシステムで、役員は職場を失うことを恐れ、取締役としての責任と義務を果
し難い。さらに、支配株主の “何かあったら私に任せて” という甘い言葉に弱
くなりがちである。とは言え、このような態度は経営者として失格であり、法
律上も許されないことは周知のとおりである。
まず、呉衛東Price Smart中国企業の最高経営責任者、諾衡投資会社連合総
裁に契約詐欺、出資払戻の罪に対して無期懲役、全財産を没収した。ここで、
呉衛東は取締役として法律、会社規定を違反したため、会社に対して忠実義務
及び勤勉義務を負うべきである（中会148条１項）。但し、呉衛東が連合総裁に
就任されたのは、Price Smartの債務が膨らみはじめた後で、債権者の債務請
求が頻繁になってから、劉五一により連合総裁という座に押し付けられた。就
任されてから主な任務は、経営者としての経営判断はなく、支配株主の命令に
従い毎週300万～500万を集めて供給商に返済することであった飾り物に過ぎ
ない。この最高経営者に任命された時期および事実上の役割から、正常な経営
判断をシステムでもないし、劉五一の責任逃れの目的で設計した飾り物にすぎ
ないことを無視できない。
また、会社成立後株主が出資を払い戻した場合、払い戻した資金額の５％以
上15％以下の過料に処する（中会201条）し、取締役が会社法の規定に違反し
て、犯罪を構成したので、法に従い無期懲役という刑事責任及び全財産の没収
という罰金を科せられた（中会216条）。呉衛東の全財産がどのくらいの金額に
なるかは確認できないが、上で述べた事実から鑑みると、背後の支配株主を逮
捕し、主な責任を問うべきである。飾り物のような最高経営者に主な責任を科
せられるのは妥当でないと思われる。つまり、背後の支配者はこのような手段
で責任を逃れる可能性があるということになる。
そして、支配株主の違法行為または取締役の違法行為に関与した高級管理
者（総経理、副総経理、財務責任者）も、それぞれ２年６ヶ月から20年までの
刑罰と罰金を科せられた。これは取締役役の責任範囲の拡大により会社役員を
も、会社に対し取締役と連帯して損害賠償の責任を負う（中会148条１項、日
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会429条、430条）。ここで、判旨は会社法に基づきという解釈はなかったもの
の、中国会社法改正後の操作性が確認できる。
３．事実上経営者の責任の有無
取締役の第三者に対する責任について、悪意・重過失による任務懈怠のから
損害を蒙り、その結果第三者に損害が生じる間接責任である。典型的放漫経営
により会社が倒産し、その結果会社債権者が損害を受けた。ここでは、第三者
に対し賠償責任を負うべきである。出資の払戻を受けた株主は、事実上の取締
役として、会社と連帯して、会社債権者に対し損害賠償責任を負うべきである
（日会429条、430条）。
しかし、この点中国会社法は具体的な定めはなく、中国≪契約法≫第73条規
定の債権者が代位権の先決権行使条件は“債務者が期間満了の債務履行を怠り、
債権者に損害を蒙らせた場合” である。会社の債権者にとって、会社が第一債
務者であり、出資の払戻を受けた株主は第二の債務者（債務者の債務者）であ
る。会社が債務の返済能力が欠けてる或いは請求を怠った場合、出資の払戻を
受けた株主が出資の差額を補填する、会社の債権者は出資の払戻を受けた株主
を共同被告として、出資不足の部分及び同期銀行貸金利息の範囲内で連帯して
債務清算責任を負うべきである。さらに、払戻による損害について賠償責任の
追及する必要があり、その払戻行為と会社の倒産が因果関係がある場合は、会
社と連帯して、第三者に対して責任をべきである（中会150条、152条）。
2002年９月、諾衡持株会社は北京Price Smart80％の株式を譲受け、残
り20％の株式はN-Mart特株有限会社が譲受けた。ここで、諾衡持株会社と
N-Mart持株会社は、事実上劉五一の家族企業であることは明である。前者は
1998年に設立し、登録当初大株主はPrice Smart集団（持株の83%）会社と劉
五一の他の会社である。2002年４月、諾衡持株会社の株主が二人の自然人に変
更され、劉五一の父（劉爽）の持株数が83%、劉五一の弟（劉宇）持株数17%
を有する。N-Mart持株会社は2002年２月に設立され、株主は諾衡持株会社と
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劉爽で法人株主と自然人株主である。北京Price Smartのように株主構造はこ
の二大株主に調整された。それゆえ、2002年からPrice Smartは諾衡持株会社
とＮ-Mart持株会社２社にコントロールされる、劉五一が事実上の取締役＝背
後者であることは確認できる。
本件のように、①出資の払戻を受けた株主が会社法人代表者を兼ねる（取締
役会会長、執行取締役又は総経理）場合、積極的に財産弁済をしない、または
会社が自身に対する訴訟提起を怠る可能性がある。②支配株主にコントロール
される取締役会或いは監査役会は、支配株主に対し代表訴訟を起こすことは極
めて不可能である 。
さらに本件は、破産手続き開始決定がなされたので、破産財団の管理・処分
権は破産管財人に専属し（中破25条６項、日破78条１項）、会社自身から取締
役の責任を追及する訴えの提起権が失われるから、株主も代表訴訟を提起する
ことはできなくなり、既に提起された代表訴訟も中断する（中民訴136条２項・
３項，東京地裁平成７・11・30判タ914号249頁）。会社更生手続開始の決定が
あった場合または民事再生手続において管財人が選任された場合も、会社財産
の管理・処分権は管財人に専属するから（中破38条、73条１項、日会更72条１
項、日民再66条）同様である(57)。なお、会社更生手続においては管財人、民事
再生手続または特別清算手続においては会社などが、取締役の会社に対する責
任を追及するため、裁判所に対し損害賠償請求権などの査定を申し立てること
ができる（中破34条、36条，日会更100条、日民再143条、日会545条）。
しかし、劉五一は責任逃れのためにグループ総裁の座を呉衛東に譲る背後者
個人の財産も透明ではないと思われるし、事実上の取締役の責任追及に関する
法整備がなされてないので法人格否認の適用を考えてみることにする。
４．法人格否認の法理の適否
調べによると中国国内一部の供給商等は、アメリカの余晨峰弁護士事務所を
通ってアメリカに逃走中の劉五一被告を起訴し、アメリカの資産を追討し始め
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たという。アメリカ裁判所がこの事件を受理し、いつ開廷するかについては不
明である。
上述のように、日本法において背後者責任追及する面で、法人格否認の法理
と第三者責任追及（日会429条）は、会社債権者の救済手段となる点で類似す
るが、法人格否認の法理は会社法形態の濫用を防止するために会社と背後の支
配社員（株主）と同一視し、その者の責任を追及する理論であり、日本会社法
429条は会社の取締役の任務懈怠を問題とする点が相違点である。また、法人
格否認の法理の適用範囲は、多数説・判例は、法人格の濫用と形骸の場合であ
り、その責任の主体は、会社の実質的支配者（支配社員・株主）でなければな
らないとする。したがって、会社の取締役であっても、会社の実質的支配者で
なければ法人格否認の法理の適用による責任追及はできない。
本件の背後者劉五一は、約10年間で48軒の支店を展開するのは、通常の経営
活動を行ったものではなく、不健全な経営システム上のワンマン経営を行った
ものである。まず、劉五一は、会社の意思決定や業務執行方法に関する強行法
的組織規定を全く無視して、放漫経営を行っていた。これはまさに、企業組織
が形骸化されたことを認めることができるであろう。
また、設立当初、会社資本金は1000万元であり、そのうち劉五一の持株比率
は99.8%、劉五一の父は象徴的0.2%を有していた。2002年９月、諾衡持株会社
は北京Price Smart80％の株式を譲受け、残り20％の株式はN-Mart特株有限
会社が譲受けた。北京Price Smartのように株式構造はこの二大株主に調整さ
れた。それゆえ、2002年からPrice Smartは諾持株会社とＮ-Mart持株会社２
社にコントロールされるシステムになった。つまり、Price Smartグループ全
体が、劉五一一人によってコントロールされ、事実上の同族会社または事実上
の一人会社であることが認められる。したがって、Price Smartグループと劉
五一を同一視することができるのであろう。
第三に、呉衛東の連合総裁に “昇進” は、Price Smartの債務が膨らみはじめ、
債権者からの債務請求が頻繁になってからである。これは、劉五一が自分の代
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わりに責任を担う飾りとして計算的な人事変動であるといえる。就任してから
連合総裁呉衛東の主な任務は、会社運営の意思決定やほかの取締役に対する監
視・監督ではなく、お金を集めて供給商に返済することであった。こうした状
況から、劉五一は責任の回避、債務の逸脱のための動きを始めたと判断すべき
である。つまり、債務の逸脱の目的があったと言えるのであろう。
したがって、劉五一は背後の支配者として、会社と同一視することができ、
法人格否認法理を適用して、会社と連帯して第三者の対する損害を賠償すべき
ではなかろうか。
なお、ここで準拠法の問題が発生するが、劉五一がアメリカに逃走しており、
会社もアメリカにあるので、アメリカの判例法に基づいても、中国の成文法に
基づいても、それは中国の司法実践については良い参考になるのであろう。そ
して、法人格否認の法理の適用すべきであるという見解は取締役の責任拡張を
目的とすることではなく、債権者保護の視点からの支配株主の責任追及に関す
る私見にすぎない。
五、おわり
今日、企業制度のグロバール化の趨勢の中で、企業の国際競争力の確保は企
業の大規模化となっており、確かに企業のグループ化が競争で生き残る一つの
方法でもある。しかし、会社債権者の損害を考えせず、実体がないのに規模を
拡大する経営判断は好ましくないので、これについては慎重な判断を行うべき
である。
日本会社法の改正により資本金１円で設立できる株式会社や有限会社が許容
され、最低資本金という入り口規制が恒久的に廃止された。入り口規制といわ
れる最低資本金は，不当な会社設立を防止する機能を果してきたが、その制度
廃止に代替措置を会社法制度及び周辺制度の整備によって、会社法上の規制緩
和が実現できたと思われる。しかし、出資額の規制をなくすと実体のない会社
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が増えてしまうのではないか？これに対する弊害が生じたら、どう解決すべき
かといった疑問がありうるが、日本の会社法改正により、債権者保護を目的と
する事前規制としては、会社の情報開示制度を強化し、会社に自己の防衛意識
を高めることが求められる。事後規制としては、取締役の第三者に対する責任
と法人格否認の法理に期待することになる。法人格否認の法理は昔から議論さ
れており、会社法人制度が大きく変わりつつある時期に再整理する意義あるの
でないかと思われる。
中国会社法においては、最低資本金制度が改正前より緩和されたものの、大
胆な日本会社法改正には比べられないものである。国有企業の株式会社へ組織
変更、そして、さらに上場会社への中国の企業実態において、コーポレート・
ガバナンスを論じる際、一番問題となったのが、支配株主である国家からの企
業の独立性を確保することであるが、未だ支配株主からの独立性が確保され
ず、このような不祥事がしばしば生じている。そこで、日中の資本制度を比較
検討することによって、中国の資本市場の未熟を眼中に置きながら、制度上の
改善策を探ることができた。
まず、株主が資本の引出自体、取締役・役員の職責とつながり、その行為に
協力した役員はもちろん善管注意義務・忠実義務の違反に伴う責任を負うべき
であり、株主の違法行為に関与してない取締役は、これに対する監視・監督を
怠る責任を負うべきである。ここで、取締役の会社に対する責任という視点か
ら、中国会社法は忠実義務については、禁止事項を詳細に定めてたが、善管注
意義務に関する解釈上明確にされてないため、日本法上の監視義務の要件、態
様を明らかにすることで、経営判断原則の導入の必要性が確認できた。今まで、
取締役の経営責任を行政責任或いは刑事責任で問う、実質的には民事責任を追
求した例がない中国において、経営者の民事責任で解決する必要性を強調する
ことこそ、不十分だった経営のモニタリング・システムを改善につながると思
われる。それこそ、中国のコーポレート・ガバナンスに質的変化をもたらすこ
とが期待できる。
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次に、周知のように法人格否認の法理は諸外国では、判例法・解釈法である
に対し、明文化・条文化したのが中国の特徴である。改正案では、取締役の第
三者に対する責任制度が導入が議論されていたが、改正にまで至らなかった。
日本会社法上の取締役の第三者に対する責任制度を検討することによって、法
人格否認の法理との競合についての理論的根拠を明らかにした。まず、取締役
の第三者に対する責任は要件が明確に規定されていることから、要件が一般法
理として抽象的である法人格否認の法理より、法律関係の安定性を確保してい
る。また、対第三者に対する責任を負う取締役の責任範囲が、実質上の取締役
にまで拡張してくると法人格否認の法理の形骸化の事例における親会社など
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